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1978年末中国は“改革開放，，を行う宣言をした。その改革開放の中心的な課題は国有企業をめぐ
る改革であった。国有企業に関する改革は基本的には公有制を維持しながら、政府の社会経済管理機
能と国有資産所有者としての機能を分離させる“政企分離”を強調し、漸進的な方式で国有企業の
管理と経営を改善しようとした。そのため、国有企業の改革はいろいろな方法が試みられたが、１９９７
年から中国政府は国有企業を株式会社。有限会社に組織改造することにより、国有企業を株式制度に
改造することを国有企業改革の切り札として用いた。
しかし、国有企業が株式制に改造された後でも国有資産株（国家株および法人株）の割合があまり
にも高いため、実際に会社をコントロールしているのは絶対的会社支配権を有する「国家株主」とい
う大株主であった。また「国家株主」として株主権を行使する国家公務員の性格を有する経営者は事
実上強大な権限を持つが、経営者を有効に監督する手段がないために、経営責任を追及しにくい状況
がある。その結果多様な問題が発生し続けており、国有企業の損失が更に拡大し、資産の利用率が下
がるに伴って大量の国有資産が流失する現象が現れている。
その一方で、長きにわたる計画経済環境の下で国有企業が形成されて来ているので、企業は社会化
されており、国有企業は国家から指定された官吏が経営管理しているため、企業は次第に国家の１つ
の機関に成り果てた。国有企業は企業の管理だけではなくて、国の管理すべき事務あるいは社会の提
供すべき施設についても責任を負わなければならない。企業はこれらの従業員のために福利施設を提
供して、多くの非効率的な資産を構成した。これは競争のない計画経済の条件の下では成立するが、
経済体制改革後の今日において、特に商品経済。市場経済の競争が激化した段階に入った後も、国有
企業は重い負担を引きずったままで、他の市場主体と争えないのが明らかになっている。そのため国
有企業改革の最も重要な任務は企業をそのような負担から抜け出させることである。社会における重
要な基礎施設機能をなお担っている国有企業の国際的競争力の強化が急務とされている。それには企
業再編成の新手法として会社分割制度を導入するのが、最適であると考える。しかし、現中国会社法
において会社分割に関する条文は、会社設立の条文と比較して極めて原則的な規定が５条しか設けら
れていない。それゆえ、今後企業の組織変更における株主。債権者の利益保護の問題を手がかりとし
ながら、会社の分割に関する諸外国の法制度を参酌し、中国における会社分割の規制の方向を明らか
にすることは極めて重要であり、円滑に会社分割制度を導入することによって、優秀な国有企業が長
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期的に重い負担を背負うことから脱出させて、企業に活力を取り戻させ、競争市場に耐えうる企業に
してゆく意味においても非常に重要な意味を有するものと考えられる。
本稿の目的は、①中国企業法の変遷の検討を通じて、株式制度導入による国有企業改革までの企業
法制度の歴史を分析し、さらに現在行われている国有企業改革の現状および問題点を明らかにするこ
とと、②コーポレート。ガバナンスの観点から分権制御の管理監督システムの改善策を探求すること
と、③会社分割に関する諸外国の法制度を比較考察して、企業の組織再編における株主。債権者の利
益保護の問題を考えながら、中国における会社分割の規制方向を明らかにすることである。
本研究において、研究対象として取り上げたのは、中国の改革開放の中心的な課題における国有企
業の改革で、第一編では、主に中国企業法の歴史変遷を検討することである。すなわち、国有企業改
革の理論的背景を解明しながら、中華人民共和国成立までの企業法立法、改革開放までの国有企業改
革と企業法立法、会社法成立までの企業法の改革、及び企業の株式制度における改造という四つの段
階に分けて検討することである。第二編では、国有企業における『株式制改造』の問題点を明らかに
して、その改善策を検討することである。すなわち、国有企業の『株式制改造』の方法を紹介し、国
有企業の『株式制改造』における一般株主権の保護の問題や、取締役の“独走”の問題や、国有資産
の流失問題などを認識した上で、コーポレート・ガバナンスの観点からの改善策を検討することであ
る。第三編では、会社分割に関する諸外国の法制度を概観し、株主。債権者の利益保護の問題を考量
しながら､国有企業の組織再編を目的とした中国における会社分割の規制方向を検討することである。
第一編の第一章では、中国の改革開放は、社会主義という制度の上に、それとは根本的に性質が対
立する市場経済の企業制度を打ち建てるので、立法に関しては、企業改革の実質的・根本的問題を解
決するためにもっと理論的な探求をする必要があると考えられる。従って、ここでは中国の公有制に
対する認識をし、国家所有制の内容を明らかにするとともに、国有企業改革の目的の角度からも、基
本的な理論に関して具体的に分析した。
第二章では、中華人民共和国成立までの企業法立法、改革開放までの国有企業改革と企業法立法、
また会社法成立までの企業法の改革、及び企業の株式制度における改造などという四つの段階に分け
て、それぞれの時期の歴史背景および企業立法の特徴について解明し、中国企業法の歴史変遷を検討
した。
第二編の第一章では、1997年２月の第八期第五回の全国人民代表大会で国有企業へ株式制度を本
格的に導入することを宣言したが、その方式としては、大。中型の国有企業は株式｡有限会社に改め、
小型の国有企業は株式合作制に改造することに変わった。ここでは改革の主流である犬。中型の国有
企業を株式。有限会社に改める条件と手続を中心に紹介した。
第二章では、「株式化改造」の期待値と現実に大きな落差が生じ、中国国有企業改革の良い兆候は
現れずに、かえって情況がますます悪くなる一方であった。それらの原因をまとめると、まず①国有
企業へ株式制度を本格的に導入することは、所有と経営の分離によって企業経営への政府介入を断ち
切り、経営陣に経営責任を負わせる狙いと国有企業の資本難を解消するため、資金調達を容易にする
狙いである。また、国家資産を流失させないために、中国会社法は、会社の支配株主を国家をとし、
会社は株主のものと位置づけられ、株主の利益は株主総会を通じて確保されるという方法を採った。
そして、改造された国有企業では、株式の過半数を国家所有の国有株または国有企業関連の持株会社
が有する法人株が占めることが頻繁にある。結局、会社の大部分の株式が１人の大株主に集中してい
るため、総会の決議が１人の大株主にだけ有利な結果となる。大株主は少数株主を無視して自分の利
益ばかり考えるという一般株主権の保護の問題が発生している。
また、②このような株式所有。支配構造の下で、国家を代表して株式会社に君臨しているのは、国
家公務員である官僚である。しかし、こういう莫大かつ絶対的な権限を持つオーナー経営者に対し
て、監督。監視するシステムは中国会社法にまだ存在していないし、経営者に対する損害賠償請求権
は、会社に限定され（会社法２１４条)、しかも、会社の代表権は代表取締役の専属権限であり（会社
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法１１３条２項)、株主または債権者の経営者に対する責任追及手段も用意されていない。また、経営
者を管理する刑事罰と行政罰があるが、中国特有の行政管理制度において、行政官僚と経営者の二重
身分を有する中国経営者に対する責任を追及することはかなりむずかしいといえる。株主または債権
者が経営者の違法または不当な行為による損害を受けても、民事裁判という手段を利用して経営者に
対する損害賠償を求める道もまだ開かれていないというのが実情であることを明らかにした。
そして③そのような状況において、経営者は自分の良心の声を無視して“社会主義の最後の晩餐”
と言われる国家資産に簡単に手を出すことができる。これは、国有企業が株式化してからさらに急速
に国有資産が流失した根本的な原因であることを指摘した。
第三章では、前章に提出した問題に対し、具体的にみると、中国の会社法上の株主権（少数株主権
を含む）の種類が少ないほか、その権利行使を担保する具体的な制度の規定も少ないと言わざるをえ
ない（とくに非上場会社について)。多数派を占める国有株・法人株の株主が経営陣を寡占する一方、
一般の株主として大衆や従業員が参加することがあっても、これら中小株主は意思を統一すること
も少なく、大株主に対抗して会社経営において自分の主張を通そうという意思に欠けることが多い。
従って必然的に、大株主である国有持株会社・集団公司、または資産管理部門・政府の部門の意思が
経営に決定的な影響を与えることが多くなるであろう。正常な株式会社では、経営陣は全ての株主
から経営を任されているのであり、一部の大株主等の利益を図ることなく会社のために経営しなけれ
ばならないはずである。しかし、以上のような状況が、大株主による経営の干渉を招き、大株主はそ
の優越的地位を利用して一般株主の権益を侵害するような場合がある。一般株主の権利保護のために
は、今後これら株主権の具体化、制度的担保の拡充が焦点になると予想され、筆者は次のように提言
した。
まず、株主権利における権利拡大の改善策として考えれば、①現行の規定は会社資産の処分権が
どの機関の権限であるかを明確にしてなく、取締役に対する責任を追及しにくいという現実があるた
め、一定の会社資産の処分権を株主総会に付与することを明定すべきであると考える。
②臨時株主総会招集権は少数株主権の1つとして認められているが、中国会社法において株式総数
の１０分の１以上を有する株主は臨時総会招集請求権を有するものとしているが、中国の国家株主が
絶対主導的な地位を占めている現状においては、株主総会の招集に株式総数の１０分の１以上を要求
するのは一般株主にとって不公平で、それだけの数の株式を有するのは不可能に近い。筆者はその要
件を少なくとも株式総数の１００分の５以下に下げるべきであると考える。また、株主の総会招集請求
に対して取締役会が応じない場合は、請求をした株主が自ら総会を招集することができるという規定
を設けるべきである。
③中国会社法には株主総会の議決に関する定足数に関する規定が定められていない。定足数を定め
なければ、株主にとって重大な事項を非常に少ない人数で決めることができるし、取締役会がそれを
利用して株主の権益を侵害することも容易になるし、大株主が有利な立場を利用して一般株主の権益
を侵害することは間違いないと思われるので、定足数に関する規制を導入すべきであると思われる。
また、議決権については、株主がその有する株式１株につき、1個の議決権を有するのがｌ株１議決
権の原則である（会社法第106条Ｉ)。しかし、このような’株ｌ議決権の原則については、議決権
制限株式に関する議決権や、自己株式の議決権や、相互保有株式の議決権などの例外もある。いずれ
も中国会社法に取り入れるべきであると考えている。そのほか、書面による議決権の行使制度と累積
投票制度も中国会社法に導入すべきであると考える。
④中国会社法には株主が定款、株主総会議事録および財務会計報告を閲覧する権利があるが、取締
役会議事録を閲覧する権利、会計帳簿や伝票を閲覧する権利、検査役による業務。財産状況の調査を
八請求する．権利は明文で規定されていない。従って会社法にこれらの権利に関する規定を設けるべきで
ある。
⑤中国の会社法においては、総会決議の暇疵の争いに関する条文としては第111条という１つの規
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定しか置かれていない。会社法111条の規定によれば、株主総会・取締役会の決議が法律、行政法規
に違反し、株主の合法的権益を侵害するときは、株主は自己の名義で裁判所に当該違反行為および侵
害行為の差止請求を提訴する権利がある。しかし、この差止め請求権に関しては違反行為の範囲と救
済内容についてまったく触れていないため、いずれも明確にしなければならないと考えている。
また、取締役の違法行為に対する損害賠償請求訴訟についても、中国会社法においては、株主が経
営陣等の違法行為に対して訴訟を提起できることを直接規定している条文は会社法第111条があるに
すぎない。しかも、同条については、具体的な原告適格、提訴事由、手続、判決の効力などに関する
明文の規定が少ないため、実務において運用されにくいと指摘されており、特に中国会社法の発展の
経緯や現在の大株主主導による会社統治の現状から考えると、訴訟を通じた一般株主の保護制度の充
実は必要性が高いと考えられる。筆者は代表訴訟制度と検査役選任制度を中国に導入することが、中
国の株主に極めて大切な重要立法課題であると考える。
そして、会社の取締役・監査役制度に関する改善については、会社の取締役。監査役の選任手続を
健全化するほか､監査役会の機能を充実させ､会社役員の義務および責任も強化すべきであると考える。
さらに、社外取締役制度や報酬に関するストック。オプション制度なども導入すべきであると考える。
第三編第一章では、中国国有企業の現状を述べた上、会社の組織変更をして、企業効率を高めるた
めに、迅速かつ円滑な会社分割制度を導入することが最適であると考え、会社の分割に関する諸外国
の法制度を比較考察した。
会社の分割とは一つの会社を二つ以上の会社に分けることをいい、一般に、会社の合併の反対形態
といわれている。つまり､,会社の合併に対する意味での会社の分割は、分割前の会社の権利義務が分
割によって形成される新会社に包括的に移転し、このため分割前の株主も当然に一括して分割後の新
会社の株主となることを意味するのである。
そして、ヨーロッパ諸国の中で､早くから事実上の会社の分割が行われてきたフランスにおいては、
会社の分割に関し合併に対応する規定が置かれている。これに対し、イギリスや西ドイツでは会社の
分割は制度化されておらず、事実上の会社の分割が行われることも稀であったが、ヨーロッパ共同体
における会社法調整作業の一環として、会社分割に関する第６ディレクティブが採択され、イギリス
においてはその国内法化のために会社法改正規則が制定された。
また、会社分割に関する法的発想の基本には、会社の合併と営業譲渡がある。後者がアメリカに
おける発想である。アメリカでは、ペンシルバニア州を除き、州会社法も模範事業会社法も、会社分
割に関する規定を特に定めてはいない。しかし、会社を分割する方法として、スピン、オフ（spin-
off)、スプリット・オフ（split-off)、およびスプリット・アップ（split‐up）の三つの方法があると
言われている。そのためアメリカ法では、現物出資に検査役の検査を一般的に不要とする立場を採用
した上で、資産の全部または実質的全部の譲渡という特有の規定を定め、取締役会は配当を決定する
ことができる。現物配当も許容し、自己株式取得も広範に認めるなど、規制の緩やな制度を前提とし
て機能していることが指摘され、取締役会決議だけで会社分割を行えるという利便'性があるが、会社
債権者の保護が弱いと思われる。
そして、日本の深刻な経済不況を打開し、産業構造の変化に対応して日本企業の国際競争力を回復
させようとする政策を受けて、次々に立法が行なわれている中で、平成12年５月２４日、会社分割制
度が創設されることとなった。改正法は、商法第四章第六節のこの次に、第六節の三として、「会社
ノ分割」について規定する。第一款は新設分割、第二款が吸収分割であり、資本の減少に関する規定
は第六節の四に繰り下げられた。その分割立法は基本的にヨーロッパの分割立法の影響を受けたと考
えられる。その理由として第一に、アメリカにおけるスピン・オフおよびスプリット・アップ方式の
ような分割は日本では極めて利用しにくいこと、スプリット。オフ方式のような分割にしても、日本
で改正前の規定を利用して行うのでは、手続的にみてかなり煩雑になることを挙げていることができ
る。そして小規模な部門の分離独立については簡易分割ともいうべき制度を考えるのが適切であろう
－４－
と考えられる。第二に、アメリカ的な発想に基づく分割では、ヨーロッパのように、合併と同質的な
分割を考えた場合に認められる利点が得られないことが挙げられる。特に税法上、合併に類する優遇
措置を得ることは日本の税法の体系からするとかなり難しいのではないかと思われる。
第二章では、中国会社法における会社分割制度のあり方を検討した。中国会社法において会社分割
に関する条文は、極めて原則的なものしかなくその数も少ない。日本の商法と同様に吸収分割と新設
分割という二つの方式を認めているが、分割の形式については特に明確な規定を設けておらず、分割
の手続や分割協議書の作成などにはほとんど触れていない。さらに、諸外国法と比較すると、中国法
の会社分割の概念は物的・人的両面の分割のみを指し、単に単純分割にとどまっている。そして、中
国では、会社分割に関する特別の制度は存しないため、実際には会社財産を現物出資して新会社を設
立するいわゆる会社財産の分離の方法しか用いられていない。その方法によると、手続が長期化し、
新会社の設立には５人の発起人が必要であり、会社の設立資金を調達しなければならない。また、譲
渡対象となる財産の包括承継が認められないので、個々の財産ごとに移転手続がなされ、債務につい
ては引受がなされなければならない。さらに、引当金や各種の剰余金の承継が許されないなどの問題
がある。そこで、会社の分割に関する諸外国の法制度を参酌し、中国における会社分割制度の規制の
方向を明らかにした。
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論文審査結果の要旨
1.本論文の概要。構成
現在､中華人民共和国(以下､中国という）において､会社法の改正作業が進行中である。その折から、
清朝末期より今日に至る中国企業法の歴史変遷を検討した後、現在行われている国有企業改革の現状
および問題点を明らかにし､次いで国有企業の『株式制改造』の問題点とその改善策をコーポレート。
ガバナンスの視点から日本法に示唆を受けて検討し、さらに国有企業改革の最善策としてその組織再
編を目的とした会社分割を取り上げ、諸外国の法制を概観した上で株主。債権者の保護にも配慮した
中国会社法における規制方向のあり方を提言した意欲的な力作である。
本論文は三編から構成される。まず、第一編では、国有企業改革の目的および理論的背景を解明し
ながら、中国企業法の歴史変遷を、（１）中華人民共和国成立までの企業法立法、（２）改革開放までの
国有企業改革と企業法立法、（３）会社法成立までの企業法改革、および（４）企業の株式制改造とい
う四段階に分けて検討している。
第二編では、国有企業の「株式制改造」の種類および方法を概観した上で、その問題点を企業実態
を踏まえて指摘し、コーポレート。ガバナンスの観点から日本法に示唆を受けながら（１）株主の権トノボリ行使面における改善策として５点、（２）株主代表訴訟制度の導入、（３）検査役の選任制度の導入、
および(4)会社の取締役｡監査役制度に関する改善策として５点を提言している。そして､第三編では、
効率性を欠く中国国有企業の現状に鑑み、その改革には会社分割制度の導入が最適であると考え、諸
外国（Ｅｕフランス、イギリス、ドイツ、アメリカ、日本）の法制を比較考察して、中国における
会社分割制度の規制の方向性を提示している。
2.本論文の研究手法
第一編においては、清朝末期から今日に至る中国における企業立法の沿革を辿った歴史的研究が行
われている。また、第二編においては、コーポレート・ガバナンスの観点から日本および中国の会社
法の比較研究が行われている｡そして第三編においては､会社分割制度に関するＥｕフランス、ドイツ、
アメリカおよび日本の比較考察が行われている。
３本論文の評価
（１）まず論文の問題意識および対象のスケールの大きさである。第一編について、中国会社法の沿
革についてはそれぞれの時期における研究はあるが、清朝末期から今日における変遷を辿ったも
のは見当たらない。これは、修士論文を発展させた研究であるが、既にその審査の折に高く評価
されている。
（２）第二編についても、史的研究を踏まえた国有企業改革の問題点を理解した上でコーポレート・
ガバナンスの観点から、日本と中国との会社法全体といっても過言でない比較検討を行った点も
評価できる（従来個別的研究は散見されるが)。
（３）第三編についても、会社分割制度の導入が国有企業改革に最適であることを指摘し、比較研究
にもとづき中国における規制の方向性を提言した論文は初めてであり、中国経済界から会社分割
制度導入の必要性が提唱され始めている折から、立法的・実務的貢献が認められる。
（４）しかしながら、次のような問題点もある。前述したように、第二編においてコーポレート．ガ
バナンスの観点から中国会社法の改善点を多岐にわたって論述しているが、例えば社外取締役制
度や株主代表訴訟制度の導入および検査役選任要件の緩和などの提言は、国家株主が絶対主導的
地位を占めている中国の国有企業の現状において､果たして実効性があるのか疑問なしとしない。
また、ストック・オプションの導入はコーポレート。ガバナンスの問題領域に入るのかなど、い
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さきか周到性を欠く点がある。
(5)コーポレート゜ガバナンスの定義については、わが国の会社法学では、経営者のチェック。シ
ステム構築の方途を意味するが、経営学では論議の多いところである。とりわけ中国では効率的
な経営の確保をも意味するのが通常のようである。上述した問題点は、かかる点を明確にして日
中の比較考察をすればもっと焦点を絞り得たことであろう６
(6)第三編において国有企業の経営効率を高めるために株主。債権者の保護にも配慮した会社分割
制度の導入を提唱しているが、本編がいささか唐突に出てきた感が否めないのは（５）に指摘し
た点によるものと思われる。
4.今後の課題
（１）第二編については、個別テーマごとに中国の現状に適合した制度の改正および導入の可能性を
探究すべきである。
（２）第三編については、欧米における比較研究を一層深める必要がある。時間および語学力の制約
の中で必要最小限の原典資料に当たってはいるが、本テーマ自体が優に博士論文に値するもので
あることを自覚して取り組むべきである。
他方、会社分割制度の導入により国有企業における福祉部門の切り離しや労働問題等にいかな
る影響を及ぼすか中国における社会実態との関係についても調査。考察する必要がある。
5.審査結果
本論文には、以上の問題点および課題があるものの、論文全体の学術的。実務的価値を大きく損な
うものではなく、むしろ今後の研究活動の中で発展解決をして行くことが期待される。なお、著者は、
第一編に対応する「中国企業法の制定と展望」（社会環境科学７号119頁以下）および第二編に対応
する「中国国有企業におけるコーポレート゜ガバナンスの課題」（社会環境科学８号89頁以下）を公
表しており、これらをも合わせて評価の対象とした。
以上の理由から、審査委員会は全員一致で本論文を博士（法学）の学位請求論文として合格の水準
に達していると判断する。
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